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(6)対策を実施した場合の課題
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久喜市液状化対策事業の概要

→対策費は土地所有者負担が原則
（官地部は市、民地部は民）

［採択要件］

１．3,000㎡以上かつ家屋数１０戸以上
２．宅地の関係地権者の３分の２以上が同意

【公共施設】

公費で液状化対策を実施

【宅地部分の負担軽減】

□道路部分を街区単位で格子状に地盤改良
を施すことで宅地への地震動の影響を緩
和し、宅地内で必要な液状化対策工事を
簡素化することができる

□公共施設と一括発注によりスケールメ
リットが発生し、負担を軽減できる

【宅地】

所有者の負担で液状化対策を実施

職 名 氏 名 所 属

会長 坂 本 功 東京大学名誉教授

副会長 河 合 直人
工学院大学
建築学部建築学科 教授

委員 古 関 潤一
東京大学生産技術研究所
基礎地盤工学研究室 教授

委員 佐久間順三
（有）設計工房佐久間
代表取締役 工学博士

委員 松 下 克 也
（株）ミサワホーム総合研究所
工学博士

委員 若松加寿江
関東学院大学工学部
社会環境システム学科 教授

久喜市液状化対策検討委員会名簿

職 名 氏 名 所 属

オブザーバー 飛 高 守 久喜市副市長

オブザーバー 吉岡 博之
埼玉県 都市整備部
市街地整備課 副課長
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３（１）.会長挨拶および概要説明

第５回委員会までの検討内容と結果について中間報告
を行うものであり、追加検討を加えた最終答申を平成
25年3月末までにとりまとめる

[中間報告内容]

①液状化の原因究明：地質調査と土地利用の変遷整理
により液状化の原因を整理

②再液状化の可能性を整理：震災前後の地質状況の変
化の有無による再液状化の有無を判定

③対策に用いる想定地震と対策範囲の設定：久喜市全
域の地盤強度を踏まえた想定地震の設定および想定
地震による液状化対策必要範囲の設定

④南栗橋の液状化に有効な対策の整理：騒音、振動、
経済性を踏まえた対策工法の抽出

⑤対策実施にあたっての留意事項：各工法採用時の留
意事項について整理

⑥アンケートについて：アンケート結果から液状化被
害の軽減が期待できる建築構造の傾向を整理

⑦新築・建替え時の対応について：新築、建替えを行
う場合の液状化対策工法の紹介

配布資料ページＡ 左上
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３（２）.南栗橋地区はなぜ液状化したのか

液状化のおきやすい条件

①地質調査を実施し、液状化のおきやすい条件と一致
しているか確認

②造成前の土地の状況と造成までの変遷について確認

・地下水位以下に砂地盤がある

・地下水位が高い

・粒子の細粒分が少ない→砂の隙間に入る
水が多くなる（シルト・粘土分が少ない）

・N値が低い砂（やわらかい・ゆるい砂）

・地盤面から深さ20ｍ以内の砂層
→これまでの実績では20ｍより深い砂層は液状化

していない

・造成前が水域（沼、湖、海、川）であった場所

・強く揺れの長い地震

配布資料ページＡ 左下
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調査地点

：液状化箇所

震災後の調査は液状化箇所主体であったため、

非液状化箇所も含めた地質調査を実施し、地域

全体の地質状況を把握するとともに液状化発生

個所付近について液状化と関わりの大きい地下

水位の観測も行うこととした

断面線位置図

5



地質断面図 1 / 8

地層 基質 記号

埋土 砂質土 F
砂質土 Bs
粘性土 Bc

沖積層 砂質土 As
砂質土 Asc
粘性土 Ac1
粘性土 Ac2

洪積層 礫質土 Dg
砂質土 Ds
粘性土 Dc

20ｍ

20ｍよりも浅い位置にある砂層はF層、Bs層、As1層

F層は地下水位よりも概ね高い位置にある

Bs層が浚渫土砂
地下水位が高い

（GL-0.65ｍ～-1.65ｍ）

配布資料ページＡ 右上

地質断面図 2 / 8

地層 基質 記号

埋土 砂質土 F
砂質土 Bs
粘性土 Bc

沖積層 砂質土 As
砂質土 Asc
粘性土 Ac1
粘性土 Ac2

洪積層 礫質土 Dg
砂質土 Ds
粘性土 Dc

20ｍ
Bs層が浚渫土砂

配布資料ページＡ 右下
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凡 例
地下水観測井

南栗橋8丁目

南栗橋6丁目
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南栗橋10丁目

久喜市南栗橋

スポーツ広場
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地下水観測の地点位置図
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久喜観測所

地下水位観測結果

総雨量：122.5mm 総雨量：48mm

20日間
水位差
：1.35ｍ

20日間累計雨量：180.5mm

総雨量：23.5mm

総雨量：10mm

平均地盤高TP+8.8ｍ

（最高9.26ｍ（［5W-1］ ，

最低8.39ｍ［12W-4］）

標高TP+

（ｍ）

降雨状況により1.3ｍ程度の変動が生じており

降雨と地下水位変動の関係が顕著
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地下水位想定等高線

南栗橋11丁目 南栗橋12丁目
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12B-1 +8.03

A断面

A断面

液状化の被害は地下水位は標高8ｍ程度の箇所に分
布している。

12丁目においては地下水位が8ｍ以上と高い範囲が
存在している。

10丁目でも水位8ｍ以上の範囲が帯状に存在。

地下水位高と東日本大震災時の液状化箇所に相関
がみられる

（地下水位高8ｍ程度の箇所で液状化が発生）

総雨量：25.5mm

東日本大震災前の降雨状況

東日本大震災

総雨量：7.5mm総雨量：32.0mm

久喜 2011年2月（日ごとの値）降水量

久喜 2011年3月（日ごとの値）降水量

総雨量：21.5mm総雨量：6.0mm

20日累計雨量：53.0mm

12B-1水位：4/18 TP+8.03

総雨量：7.0mm

ボーリング前20日間累計雨量：14.5mm

震災前20日間の累計雨量は53.0mm程度であり、直近の降
雨量は21.5mmである。

現在の水位観測における雨量と水位変動との関係からみる
と、2012年8月末頃に観測された23.5mm程度の降雨量に
対する水位変動は0.1ｍ以下となっており、震災時の地下水
位は降雨の影響をさほど受けていなかったものと考えられる。

また、降雨状況に大きな差はなく震災時水位はH23ボーリン
グ水位と同程度と考えられる。

久喜 2011年4月（日ごとの値）降水量
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①.液状化のおきやすい条件と一致しているか

・地下水位以下に砂地盤がある

→地下水位以下にBs層、As1層がある

・地下水位が高い

→地下水位はGL-0.65～-1.5ｍ程度と高い

地下水位高約8ｍの箇所で被害が大きい

・粒子の細粒分が少ない

→シルト・粘土分はほとんど含んでいない

（Bs層3～4％程度）

・N値が低い砂

→Bs層の平均N値6.2

As1層の平均N値13

・地盤面から深さ20ｍ以内の砂層

→20ｍ以内にBs層、As1層がある

No.3

Fc3.8%

No.4

Fc3.4%

シルト分がほとんどない

No.3

Fc3.8%

No.4

Fc3.4%

シルト分がほとんどない

東
北
新
幹
線

12丁目

11丁目

No.3

12B-1

No.4

11B-1

東
北
新
幹
線

12丁目

11丁目

No.3

12B-1

No.4

11B-1

・液状化により家屋に影響を与えたのはBs層？As1？

→東日本大震災時に家屋に影響を与えた液状化層は
噴砂の粒径とボーリングの試料等による粒径対比

および液状化計算結果からBs層と考えられる

BsBs層（層（GLGL--3m3m））

AsAs層（層（GLGL--11m11m））噴砂痕噴砂痕

各試料の状況 噴砂とBs層は比較的粒径が
大きいのに対しAs層は細かい

各試料の状況

（広場）
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非液状化層厚H1と液状化層厚H2の関係

液状化層の上に液状化しない層が厚く堆積していると
地表面に影響が生じていない実績をグラフ化したもの

0

1

2

3

4

5

0 1 2 3 4 5 6 7

11B-1
8B-16B-1

12B-1

7B-1
12B-3 12B-4

10B-14B-1
12B-2

11B-28B-2
5B-1

9B-1 3B-1

B-1

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）

液
状
化
層
の
厚
さ
H
2（
ｍ
）

非液状化層厚H1と液状化層厚H2の
関係を反映させると東日本大震災
の状況と計算結果3が一致する

中地震

大地震

中地震:

200gal程度1、3

大地震:

350gal程度→2

1:M7.5-200gal FL値
2:M7.5-350gal FL値
3:M9.0-202gal FL値

（東日本）

地質状況（液状化判定：Bs層FL値）

10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.36 
2:0.21
3:0.29

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.27 
2:0.15
3:0.22

1:0.65 
2:0.37
3:0.52

1:0.80
2:0.45
3:0.64

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.38
2:0.21
3:0.30

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.65
2:0.37
3:0.53 1:0.37

2:0.21
3:0.30

1:0.93
2:0.53
3:0.75

3B-2

1:-
2:-
3:-

1:影響なし
2:0.48
3:影響なし

8B-2

11B-2

1:影響なし
2:0.64
3:影響なし

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1

：液状化箇所：液状化箇所
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M7.5-350gal（大地震）に対するAs層のFL値は1以下。
H1-H2の関係を考慮すると液状化の影響が地表面に達
する可能性が低い

0

1

2

3

4

5

6

7

0 1 2 3 4 5 6 7 8

中地震

大地震

8B-1

7B-1

12B-3

12B-4
9B-1

3B-1

B-1

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）

液
状
化
層
の
厚
さ
H
2
（
ｍ
）

東日本大震災：

中地震200gal

地質状況（液状化判定：As層FL値）

10丁目
東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1

B-1

8B-1

最小FL:0.38

H1ｰH2の判定：液状化影響低

最小FL:0.98

H1ｰH2の判定：液状化影響低

As層なし

As層なし

As層なし

As層なし

最小FL:0.74

H1ｰH2の判定：液状化影響低

最小FL:0.33

H1ｰH2の判定：液状化影響低

As層なし

As層なし

As層なし

最小FL:0.22

H1ｰH2の判定：液状化影響低

最小FL:0.24

H1ｰH2の判定：液状化影響低

最小FL:0.32

H1ｰH2の判定：液状化影響低

：液状化箇所：液状化箇所

東日本大震災における地震波の特徴

東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明報告書
H23.8 国土交通省・（社）地盤工学会

K-NET久喜データ
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最大加速度はEW波202gal

50gal以上の強震継続時間は80秒程度

本震のマグニチュードは9.0久喜で観測された地表
面最大加速度は202gal。

50gal以上の継続時間は80秒程度であり、浦安市
（60秒）にくらべても継続時間が長い
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②.造成前の土地の状況と造成までの変遷

10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

水路

土地利用の変遷

歴史的農業環境閲覧

システム

（2万分の1迅速測図）

明治初期から中期

※最大150ｍ程度の

誤差を含む

：液状化箇所：液状化箇所

明治初期から中期頃は水田として利用

「葦」の記載が見られ水が豊富な土地と考えられる

「葦」以外の箇所でも液状化が発生している

配布資料ページＢ 左上
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10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

写真写真

水路

水路

国土変遷アーカイブ
空中写真閲覧

（1：16200）1947年

土地利用の変遷

：液状化箇所：液状化箇所
昭和20年代も水田として利用されている

造成前の土地利用状況と液状化発生箇所との相関
は見られない

12丁目付近造成前状況

10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

調整池

水路

水路

送電線

送電線

Google Map

土地利用の変遷

：液状化箇所：液状化箇所 ・豊田土地区画整理事業により碁盤状に家が建ち並ん
でいる

・区画整理により水路位置が一部変化している

・更地が点在している。

・家屋沿いに電柱が建ち並んでいる(送電線あり)

・街路幅員は6ｍ程度

・家屋の離隔は1ｍ～3ｍ程度

・1区画60坪程度が多い

配布資料ページＢ 左上
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10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

囲繞堤写真囲繞堤写真

土地利用の変遷

建設残土

浚渫土砂

：液状化箇所：液状化箇所

排砂管

排砂管

囲繞堤

造成は権現堂調整池の浚渫土砂と建設残土（粘性土）
により行われ、液状化は浚渫土砂による造成部で発生

造成高さは3～4ｍ程度

地層 基質 記号

埋土 砂質土 F
砂質土 Bs
粘性土 Bc

沖積層 砂質土 As
砂質土 Asc
粘性土 Ac1
粘性土 Ac2

洪積層 礫質土 Dg
砂質土 Ds
粘性土 Dc

6Ｂ-1～Ｎｏ.1に向けて砂質土層（Ｂｓ）が
なくなっている

→浚渫土砂と建設残土の状況と一致

地層 基質 記号

埋土 砂質土 F
砂質土 Bs
粘性土 Bc

沖積層 砂質土 As
砂質土 Asc
粘性土 Ac1
粘性土 Ac2

洪積層 礫質土 Dg
砂質土 Ds
粘性土 Dc

6B-1 № 1

地質断面図 2 / 8
6Ｂ-1

Ｎｏ.1
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・細粒分の少ない浚渫土砂（Bs層）による盛土

・高い地下水位

・強く揺れの長い地震

液状化原因のまとめ

３（３）.南栗橋地区は再液状化するのか
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地質状況（震災前後の粒度分布変化）

震災前後ともに粒度
分布の勾配が急で粒
径が均一であり、液
状化による地質性状
の変化は生じていな
いものと考えられる

今回と同程度の揺れ
の強さの地震によっ
て再液状化の可能性
が高い

東
北
新
幹
線

12丁目

11丁目

No.3

12B-1

No.4

11B-1

東
北
新
幹
線

12丁目

11丁目

No.3

12B-1

No.4

11B-1

：液状化箇所

：S63浚渫土砂土質試験

：液状化箇所

：S63浚渫土砂土質試験

11B-1（震災後）

11B-1(2m)

Fc1.4%

12B-1(1m)

Fc7.4%

No.3（震災前） No.4（震災前）

No.3

Fc3.8%

No.4

Fc3.4%

勾配が急

→粒が揃っている

12B-1（震災後）

配布資料ページＢ 左下

右上

３（４）.対策する上で想定する地震

および対策範囲
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地震動設定の考え方

①想定しうる最大地震（LV2）に対して液状化の発生を
抑える

②想定しうる最大地震（LV2）に対して液状化の発生は
許容するが、地震後、罹災判定に至らない程度に被
害をとどめる

③南栗橋地区の地盤強度を久喜市内の他地区と同程度
（LV1）まで改善する

対策後の地盤の強さ
小

（液状化しやすい）

地震に対する被害 大

大

（液状化しにくい）

地震に対する被害 小

想
定
地
震

大

小

グラフ 想定地震と対策後の地盤の強さとの関係イメージ

③

②

①

配布資料ページＢ 右下

地震動設定の考え方

①想定しうる最大地震(LV2)に対して液状化の発生を抑える

②想定しうる最大地震(LV2)に対して液状化の発生は許容す
るが、地震後、罹災判定に至らない程度に被害をとどめる

③南栗橋地区の地盤強度を久喜市内の他地区と同程度
（LV1）まで改善する

・LV2を用いる場合、南栗橋地区と接続地区の地盤強度が大
きく変わるため、インフラの接続に問題が生じる可能性が
ある→LV2で対策してもインフラが使えない状態になる

・宅地内は、最大地震LV2に対して備えたいという住民要望
もありうる

・宅地部をLV2に固定してしまうと多大な住民負担を強いる
可能性がある

道路部分はインフラの連続性を考慮し、③の対策とする

民地部分はコストとリスクによる住民の選択となるため、
委員会では③により検討を行い、詳細設計時に②に対す
るコストを算出して住民要望にあわせて地区別の設計を
行う

配布資料ページＢ 右下
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LV1地震動設定（久喜市内液状化判定 M9.0-202gal）

埼玉県地理環境情報WebGIS

B1（栗橋）

B2（八甫）

B3（久喜中央）

B4（除堀）

B5（菖蒲町三箇）

B6（菖蒲町小林）

南栗橋

最小FL:0.57

H1ｰH2の判定：
液状化影響低

最小FL:1.16

最小FL:0.47

H1ｰH2の判定：
液状化影響低最小FL:0.65

H1ｰH2の判定：
液状化影響低

最小FL:0.82

H1ｰH2の判定：
液状化影響低

最小FL:1.24

南栗橋を除く、久喜市内では東日本大震災地震動
（M9.0-202gal）より大きな地震動に対して液状化の
可能性があることから、東日本地震動をLV1地震動と
して設定する

LV1地震動設定(久喜市内液状化判定 H1-H2による判定)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0 1 2 3 4 5 6 7 8

中地震

大地震

B1

B3

B4B5

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）

液
状
化
層
の
厚
さ
H
2（
ｍ
）

B4B5

B3

B1

B1（栗橋）、B3（久喜中央）では大地震時
に液状化の影響が地表面に及ぶ可能性があ
るまた、B1（栗橋）は東日本大震災程度が
耐えうる限界と考えられる
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民地部に用いるLV2地震動設定

[考えられるLV2地震動]

①道路橋示方書地震動

②埼玉県地震被害想定地震動

③久喜市液状化マップ作成適用地震動

①の場合、橋梁設計に用いる標準的な設計地震動
であり、南栗橋の地質性状を反映しにくい

②では県内の液状化のしやすさ分布も公表予定で
あることや、国の地震被予測結果との整合も検
討されているため、他の公表データとの整合性
が図れる

③は茨城県南部地震として検討している（県②と
は整合について検討中）

LV2地震動としては ②埼玉県地震被害想定地震動 を
用いる

→道路部分は東日本大震災と同等の地震時に液状
化しないように対策する

民地部分は、東日本大震災と同等の地震時に液
状化しない対策を最低レベルとし、住民との話
し合いにより更なる巨大地震への対策も

選択可能とする（ただし対策工法を選ぶ上での
制約がある）

想定する地震のまとめ

平成19年度埼玉県地震被害想定調査報告書 埼玉県

・平成19年検討データでの
最大加速度は茨城県南部
地震における255gal

南栗橋久喜市

想定地震 地表面加速度（gal）
東京湾北部地震 185.9：NS
茨城県南部地震 255.0：EW
立川断層による地震 116.6：NS
深谷断層による地震 221.5：NS
綾瀬川断層による地震 197.2：EW

民地部に用いるLV2地震動設定（参考資料）
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対策範囲

[対策実施範囲設定にあたっての考え方]

・ボーリング、サウンディング試験による液状

化判定結果および東日本大震災時の液状化箇

所を基本とする。

・主要道路部は造成にあたり、先行的にプレ

ロードをかけるため砕石で盛り上げて施工し

ているとのことから、液状化しないものとす

る。

・液状化範囲の境界は、造成地の埋戻し状況が異

なっている可能性がある囲繞堤、水路、道路と

する（同一囲繞堤内は同一区分）。

ただし、同一囲繞堤内に2か所の地質データが

あり、結果が異なる場合や、道路、水路により

区分される場合は、住民アンケートによる罹災

判定箇所以外での噴砂報告等により境界設定を

行う。

・追加地質調査の実施により範囲設定が変わる可

能性のある範囲は区分けして整理する。

配布資料ページＣ 左

[ボーリング、サウンディング試験による液状化判定]

・Bs層は液状化することとなるため、液状化の影響が
地表面に及ぶか否かについて判定を行う。

・液状化層厚2ｍまでは非液状化層厚（H1）と液状化
層厚（H2）の割合が1.0以上確保されるかが影響の
有無の境界線となる。

・液状化層厚2ｍ～3ｍまでは0.83以上が境界線となる。

0

1

2

3

4

5

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8

中地震

大地震

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）
液
状
化
層
の
厚
さ
H
2（
ｍ
）

層厚比率H1/H2=1.0以上

層厚比率H1/H2=0.83以上

配布資料ページＣ 左
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追加調査を実施し、3月末を目途に対策範囲
の確定を行います。

３（５）南栗橋の液状化に有効な対策はなにか
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液状化のおきやすい条件

・地下水位以下に砂地盤がある

・地下水位が高い

・粒子の細粒分が少ない

・N値が低い砂（やわらかい・ゆるい砂）

・地盤面から深さ20ｍ以内の砂層

・造成前が水域（沼、湖、海、川）であった場所

・強く揺れの長い地震

・締め固める→密度の増大

・地盤を人工的に固める→固結

・粒度を改良する→置換え

・飽和度を低下させる→地下水低下、空気注入

・土粒子間の過剰間隙水圧を逃がす→ドレーン

・土に伝わる地震力を低下させる→変形抑制

・家を杭で支える→杭基礎

液状化を防ぐには
配布資料ページＣ 右上

※液状化対策工法設計・施工マニュアル（案）・浦安市液状化対策委員会資料を参考に再構成

また、各工法説明資料については、各民間企業・浦安市液状化対策委員会資料を転載させていただいております。

液
状
化
対
策
工
法

サンドコンパクションパイル工法 動的締固め
サンドコンパクションパイル工法 静的締固め
振動棒工法
重錘落下締固め工法
バイブロフローテーション工法
圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法等）
バイブロタンパー工法
転圧工法
発破工法
群杭工法
生石灰杭工法
プレローディング工法

深層混合処理工法
表層安定処理工法
薬液注入工法
事前混合処理工法
高圧噴射攪拌工法

置換工法

ディープウェル工法
排水溝工法

不飽和化工法

グラベルドレーン工法
周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材

連続地中壁
シートパイル締切工法
深層混合処理工法（格子状改良）
表層安定処理工法（格子状改良）
高圧噴射攪拌工法（格子状改良）

杭基礎

密度増大工法

固結工法

置換工法

地下水位低下工法

空気注入工法

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制工法

堅固な地盤による支持

密度の増大

固結

粒度の改良

飽和度低下

間隙水圧抑制・消散

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮断

構造的対策

原 理 方 法 工 法

土
の
性
質
の
改
良

液
状
化
の
発
生
そ
の
も
の
を
防
止
す
る
対
策

応
力
・変
形
・間
隙
水
圧

に
関
す
る
条
件
の
改
良

地中に締固められた砂杭を形成、粘性土地盤にも適用可
振動・騒音を大幅に低減し、市街地での砂杭造成が可能
ﾛｯﾄﾞの振動圧入による直接的な締固め、良質な補強土不要
重錘の自由落下による衝撃力で締固め、浅層改良向き
先端にﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀを内蔵した鋼管で締固め、振動・騒音比較的少
球根状の固結体を連続的に造成し、周辺地盤を圧縮強化する
強力な振動ﾀﾝﾊﾟによる締固め、表層改良向き
20～30ｃｍのまき出し層ごとに転圧、盛土地盤向き
ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄ等を爆発、その衝撃力で密度増。振動・騒音非常に大
杭打設による締固め効果せん断変形抑制効果、沈下抑制も
生石灰の吸水脱水＋硬化＋膨張による、粉塵と発熱に注意
盛土等により上載圧を作用させ、地盤を過圧密状態にして強化

固化材と現地盤を攪拌混合、改良部は堅固だが、施工費は高い
固化材と表層地盤を攪拌混合、囲込・ｷｬｯﾋﾟﾝｸﾞ効果を創出
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ孔を利用しｸﾞﾗｳﾄ等を注入、既設近傍での機動性が高い
埋立土に固化材を事前添架して運搬・搬入、新規埋立のみ可
ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄで地盤切削と固化材の混合攪拌を行い固結体造成

液状化しにくい材料（砕石等）で置換、もしくは固化造粒等の改質

止水壁で囲み、ﾃﾞｨｰﾌﾟｳｪﾙ等で地下水位低下、沈下に留意
ﾄﾚﾝﾁ暗渠による地下水の自然流下、補助工法の必要性大

ﾏｲｸﾛﾊﾞﾌﾞﾙ等の消泡しにくいｴｱを地盤に注入して不飽和化

砕石ﾊﾟｲﾙを造成して水圧の上昇抑制、他工法との併用が多い
地中構造物の周辺埋戻しに礫・砕石を利用、浮上り防止策
杭・矢板側面に排水部材を設けて水圧上昇を抑制、変形抑制も

剛性の高い連続壁を構築してせん断変形を抑制、確実だが高い
地盤の流動を抑制して変状を防止。既設物周辺の改良に適用
固化材と現地盤を攪拌混合、改良部は堅固だが、施工費は高い
固化材と表層地盤を攪拌混合、囲込・ｷｬｯﾋﾟﾝｸﾞ効果を創出
ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄで地盤切削と固化材の混合攪拌を行い固結体造成

液状化しても構造物が安定するよう杭の本数や断面を増強 液状化の発生は許
すが構造的に抵抗

特 徴
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工法選定の流れ

2次選定：宅地での改良が可能

更地でのみ改良可能

1次選定：地域特性（振動・騒音規制、粉塵の発生等）
を考慮した工法である

工法選定より除外する

NOYES

適用区分ごとの工法選定を行う

現地条件・経済性を考慮した工法を適用区分ごとに選定

更地・宅地で改良可能（一体整備）

NOYES

配布資料ページＣ 右上

抽出工法
原理 方法 工法

サンドコンパクションパイル工法
（動的締固め）
サンドコンパクションパイル工法
（静的締固め）
振動棒工法
重錘落下締固め工法
バイブロフローテーション工法
圧入締固め工法
（コンパクショングラウチング工法等）
バイブロタンパー工法
転圧工法
発破工法
群杭工法
生石灰杭工法
プレローディング工法
深層混合処理工法（全層改良）
表層安定処理工法（全層改良）
薬液注入工法（全層改良）
事前混合処理工法（全層改良）
高圧噴射攪拌工法（全層改良）

粒度の改良 置換工法 置換工法
ディープウェル工法
排水溝工法

空気注入工法 不飽和化工法
グラベルドレーン工法
周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材
連続地中壁
シートパイル締切工法
深層混合処理工法（格子状改良）
表層安定処理工法（格子状改良）
高圧噴射攪拌工法（格子状改良）

構造的対策 堅固な地盤の支持 杭基礎

間隙水圧抑制
・消散

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制
・過剰間隙水圧遮断

せん断変形
　　　抑制工法

密度の増大 密度増大工法

固結 固結工法

飽和度低下
地下水位低下工法

青字：更地でのみ適用性が高い工法。
施工すれば地震の大きさに関
係なく液状化は発生しない

赤字：更地、宅地ともに適用性が高
い工法。設定した地震の大き
さ以上が発生した場合、液状
化する

緑字：宅地でのみ適用性が高い工法。
設定した地震の大きさ以上が
発生した場合、液状化する

配布資料ページＣ 右下
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[置換工法]：液状化しない材料に置き換える
→更地でのみ適用可能

1.工法概要
軟弱な地盤部分を除去し、液状化しにくい良質土
や砕石で置換える工法。

2.工法概要図

[地下水位低下工法]：砂質土層内の地下水位を
下げる

1.工法概要
有孔暗渠管を埋設して地下水を排水し、地下水位
低下させる（排水溝工法）か井戸とポンプを地盤
内に設置し、地下水をくみ上げ地下水位を低下さ
せる工法。

2.工法概要図

配布資料ページＤ 左上

[空気注入工法]：気泡により、砂質土層の地下水の
入る隙間を埋める

1.工法概要
地盤内に空気を注入し、注入した気泡がまんべ
んなく土中に5～10％程度含まれることで、地震
時の過剰間隙水圧を下げるクッションの役目を果
たし、液状化抵抗の増加を図る工法。

2.工法概要図

[せん断変形抑制工法（格子状改良）]
：壁により地震の揺れを砂質土層に伝わりにくく
する

1.工法概要
液状化対象地盤を囲むように、改良径Φ1000mmの
ソイルセメント改良杭を柱列状に配置し、格子状
の改良壁を造成する工法。

2.工法概要図

配布資料ページＤ 左下、右上
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10丁目

東
武
日
光
線

東
北
新
幹
線

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

モデル①

モデル②

モデル③

概算工事費モデル地区

：液状化箇所：液状化箇所
南栗橋地区は土地区画整備により２列もしくは
３列の碁盤上に建ち並んでいる。液状化被害が
あった６、１０、１２丁目をモデル地区とし、
以下のように設定する。

モデル地区①：３列配置（１２丁目）

モデル地区②：２列配置（１０丁目）

モデル地区③：更地部（６丁目）

配布資料ページＤ 右下

概算工事費モデル地区
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モデル地区①、②での工法一覧-１

モデル地区①、②での工法一覧-２
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モデル地区①、②での該当工法の特徴

高圧噴射攪拌工法＋深層混合処理工法の特徴
・地下水低下工法であるディープウェル、排水溝工

法に比べ高額ではあるが、住宅間にも施工でき
各々の改良品質は実績も豊富で信頼性が高い

・深層混合処理工法の施工機械は現在、更に小型の
施工機械を開発中である

配布資料ページＤ 右下、Ｅ 左上

高圧噴射攪拌工法＋表層安定処理工法の特徴
・地下水低下工法であるディープウェル、排水溝工法に

比べ高額ではあるが、住宅間にも施工でき各々の改良
品質は実績も豊富で信頼性が高い

・深層混合処理工法に比べ安価である

ディープウェル工法の特徴
・概算工事費は最も安価であるが、ランニングコスト費
（1軒5000円/月～10000円程度/月）が必要

・下水接続する場合は別途下水処理費が発生する
・地下水を低下させるため圧密沈下が懸念される

排水溝工法の特徴
・概算工事費はディープウェル工法に次いで安価となる

が、自然流下ができない場合、ポンプ設置や下水処理
費が発生する

・地下水を低下させるため圧密沈下が懸念される

空気注入（エアデス）工法の特徴
・近年開発された工法であり、施工実績がなく、気泡がど

の程度の期間残存するか特定できていない
・注入材が空気のため他の工法に比べて環境負荷が小さい。

モデル地区③（更地）での工法一覧-１
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モデル地区③（更地）での工法一覧-２

モデル地区③（更地）での工法一覧-３
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モデル地区③での該当工法の特徴

ディープウェル工法の特徴
・概算工事費は最も安価であるが、ランニングコス

ト費が必要となる。また下水処理費も別途必要と
なる

・地下水を低下させるため圧密沈下が懸念される

排水溝の特徴
・概算工事費はディープウェル工法に次いで安価と

なるが、自然流下ができない場合、ポンプ設置や
下水処理費が発生する

・地下水を低下させるため圧密沈下が懸念される

空気注入（エアデス）工法の特徴
・近年開発された工法であり、施工実績がなく、気

泡がどの程度の期間残存するか特定できていない
・注入材が空気のため他の工法に比べて環境負荷が

小さい

置換工法の特徴
・一般的な地表面からの掘削可能深度は3ｍ程度
・砕石での置換の場合圧密沈下が懸念される
・個別対応として施工する場合、100m2あたり240万円

（直工）程度となる。

深層混合処理工法の特徴
・改良品質の実績は豊富で信頼性が高い
・施工機が小型であり搬入出時の車両の大きさや組立

てスペースにおいて有利である。また、現在更に小
型の施工機械を開発中である

表層安定処理工法の特徴
・改良品質の実績は豊富で信頼性が高い
・地下水低下工法に比べると高額だが、他工法に比べ

た場合安価である
・深層混合処理工法のような小型施工機械は現在開発

されていない
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空気注入工法

モデル地区①：12B-1

モデル地区②：10B-1

モデル地区③：6B-110B-1

6B-1

12B-1

モデル地区①：対策後も影響有り

モデル地区②：対策後は影響無し

モデル地区③：対策後は影響有無ライン上となる

なお、モデル地区②③における問題点を示す

・家屋下に注入する場合、未改良部分ができる
（モデル地区②）。

・影響の有無の境界線上にある（モデル地区③）。

・空気注入工法としての実績がない

空気注入工法は必要に応じて検討とする

配布資料ページＥ 左上

[今後の検討事項]

・地下水位低下、格子状改良、置換えについて
東日本大震災相当の地震時における効果を計
算、解析等により検証する。

下記理由により、地下水位低下および圧密沈下

に対する実証実験を実施する。

・工事費算出結果によると、格子状改良では住
民負担が750万円程度（塀等の改修費除く）と
なるケースも想定され、地下水位低下工法が
現実的な選択肢となっている。

・浸透流解析と実験との対比により、地下水位
低下工法の妥当性を明らかにする。

・南栗橋地区における地下水低下に伴う圧密沈
下に対する不同沈下の状況を明らかにする。

・実験を通して、傾斜状況などを住民の目で実
際に確認することにより、工法の理解を得る。

配布資料ページＥ 左中
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・目的

・実験場所

地下水位低下工法による所定の増加荷重に対する
沈下量、地下水位などを把握し、対象地区への適
用性、工法の妥当性あるいは周辺への影響の有無
などを明らかにすることを目的として実施する。

久喜市南栗橋地内

南栗橋スポーツ広場

地下水位低下・圧密沈下に対する実証実験の概要
・実験期間

平成25年5月上旬～平成26年1月下旬

（約9か月間）

・準備工（調査・計器設置、各種解析）
：平成25年4月

・各工法施工：平成25年5月

・実験開始 ：平成25年6月

・実験終了 ：平成26年1月下旬

※ドレーン工を打設して圧密期間60日とする場合

配布資料ページＥ 左下

３（６）.対策を実施した場合の課題
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[地下水位低下工法]

・圧密沈下→実験により影響の度合いを確認する

・維持管理費が永久に生じる

・想定地震以上の場合、液状化が発生する

・広い範囲での対策が望まれる

・住民部分のみのLV2地震対応は困難

・施工中の道路使用、駐車場使用等に制限が生じる

・排水施設が民地内に必要となる場合、施工にあた

り家屋間の塀や庭木の撤去、伐採が必要

機械寸法：2.8×1.1×1.8(m)

参考資料：安城市HP

5.8×2.3×7.3(m)(0.2m3バックホウ)

配布資料ページＥ 右上

[格子状改良工法]

・初期費用について所有者負担が大きい

・想定地震以上の場合、液状化が発生する

・地下利用に制限が生じる（都合により壊すこと
ができない）

・施工中の道路使用、駐車場使用に制限が生じる

・施工にあたり家屋間の塀や庭木の撤去、伐採が
必要

機械寸法：

7.0×2.5×10.0(m)

機械寸法：0.4×0.6×1.2(m)

11.2×2.5×10.2(m)

深層混合処理機械 浅層混合処理機械

高圧噴射撹拌機械 配布資料ページＥ 右上
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[置換工法]

・圧密沈下→地下水位低下における実験により、
影響の度合いを確認

・更地にしか適用できない

・初期費用について所有者負担が大きい

・更地の場合、一体整備としない方が負担が少な
くなる可能性がある

→各種工法が開発中（３（８）．新築・建替え

時の対応にて説明）

機械寸法：2.3×0.6×1.1(m)

(振動ローラ ハンドガイド式)

機械寸法：

7.7×2.5×3.3(m)(10tダンプ)
7.3×2.5×9.3(m)(0.45m3バックホウ)

参考資料：土木施工の実際と解説 土木施工研究会 編

機械寸法：3.4×2.2×2.5(m)

(3tブルドーザ)

機械寸法：

2.1×1.0×3.5(m)

機械寸法：（25t吊クレーン）

11.0×6.3×4.6(m)

３（７）.アンケートについて

皆様からのアンケート結果から新築・建替え時
に液状化被害の軽減（発生を防止をするわけで
はない）が期待できる対策をまとめる。

なお、相対比率としてどういった構造の方が被
害を受けにくかったかをまとめたものであり、
その構造であれば今後被害が出ないということ
を示したものではない。

配布資料ページＥ 右下
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昭和56年（1981年）の改正
新耐震設計法施工

平成12年（2000年）の改正

基礎の
強化

●軟弱地盤における基礎の強化
・無筋コンクリート造または鉄筋コ
ンクリート造に限定。

●基礎の仕様の明確化
【告示1460号】
・地耐力（長期許容応力度）の違いで基礎の形
式、大きさを明確化。
・布基礎、べた基礎は地盤の地耐力が70kN/
㎡であって、かつ、密実な砂質地盤そのた著
しい不同沈下等の生ずるおそれのない地盤
にあり、基礎に損傷を生ずるおそれのない場
合を除き、鉄筋コンクリート造とする。
・地耐力 20kN未満 ：くい基礎

20～30kN ：べた基礎
30kN以上 ：布基礎可

筋かい ●寸法の規定の改正 改正なし
継手・
仕口

・改正なし ●仕様規定の明確化
【告示1460号】
・構造材と場所に応じた継手・仕口の仕様を特
定。
・筋かいの端部と耐力壁の脇の柱頭、柱脚の
仕様を明確化。
・壁倍率の高い壁の端部や出隅等の柱脚部に
ホールダウン金物設置。

※平成7年（1995年）の改正について
は基礎の変更がないため記載を省く

建築基準法改正内容の概要

平成12年以降に建築された南栗橋地区の家屋基礎
は鉄筋コンクリート造が基本となる。

平成12年の改正により基礎の仕様の明確化が図ら
れた。

昭和56年（1981年）の改正
新耐震設計法施工

平成12年（2000年）の改正

壁量 ●壁倍率等壁量規定の改正
・構造用合板、せっこうボード等
の面材を張った壁等の追加
●床面積あたりの必要壁量の改
正

●耐力壁の配置規定の整備。
【告示1352号】
・耐力壁をバランスよく配置。
・壁配置の簡易計算若しくは偏心率の計算が
必要。

木造の
強度

・改正なし ●許容応力度・強度の改正

各丁目毎の罹災証明判定の状況

罹災の状況は、左図の通りである。

一部損壊以上の罹災証明を受けている件数は、12

丁目（68件）、10丁目（22件）、11丁目（10件）、

6丁目（8件）、7丁目（6件）、4丁目（3件）、9

丁目（1件）の順となっている。

罹災と構造形式などとの比較を行うために、件数

の多い12丁目を抽出することとする。
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12丁目の罹災と構造形式の状況

家の構造形式としては鉄筋コンクリート・鉄骨造
が被害が少ない

配布資料ページＥ 右下

12丁目の罹災と木造の基礎形状の状況

基礎の構造としてはべた基礎のほうが被害が少ない

配布資料ページＦ 左上
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12丁目の木造における地盤対策と基礎
の鉄筋の有無別の基礎形状と罹災状況

木造では、地盤対策あり（べた基礎）を除いて罹災率
は高い値を示している。

べた基礎では、地盤対策（支持力対策）が被害の軽減
に寄与した傾向がある。鉄筋の有無については、平成
12年以降の家屋でも鉄筋なしと回答している家屋もあ
るため、鉄筋の有無による違いは判断できない。

12丁目の木造で地盤対策について回答件数は42件となっている。

地盤対策の有無と鉄筋の有無別の罹災率の関係を下記に示す。

12丁目の木造における基
礎形状別の地盤対策方法
の違いによる罹災状況

12丁目の木造のべた基礎と布基礎別に地盤対策方法と罹災率の関係
を下記に示す。 ※罹災戸数は一部損壊以上の戸数の合計

木造におけるべた基礎では、
対策の方法により罹災率に
変化が表れた。
布基礎においては対策の種
類や有無においても罹災率
の変化が表れていない。
※地盤改良は種類が不明な
ものを集計

べた基礎の柱状改良は、被害の軽減に
寄与した傾向がある

（少なくとも各地区における液状化層
厚以上の長さは必要と考えられる）

配布資料ページＦ 左下
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7丁目と12丁目による建築年の違いによる罹災状況

7丁目

7丁目では1981～1999年の建築基準法により建築さ
れた家屋のみ罹災している

7丁目と12丁目による建築年の違いによる罹災状況

12丁目

12丁目では2000年
建築基準法により
建築された家屋で
も罹災しているが
罹災率は1981～
1999年建築基準法
の方が高くなる
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アンケートの内容につきましては、貴重なデータと
して本検討委員会の中の資料に使用させていただき
ました。お忙しい中、アンケートにご協力いただき
ありがとうございました。

また、個別意見の中の質問事項につきましては、後
日、市のホームページにおいて回答をさせていただ
きますのでよろしくお願いいたします。

３（８）.新築・建替え時の対応について
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飛島建設HP

個別対策における工法の紹介

丸太打設液状化対策＆カーボンストック工法

東京新聞HP

薄鋼矢板工法
配布資料ページＦ 右上

三信建設工業HP

個別対策における工法の紹介

静的圧入締固め工法

本委員会検討時からさらに小型化を進
めている。

27坪程度で200万～400万程度を見込む

配布資料ページＦ 右上
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家屋の修復工法 家屋の修復工法についての代表
工法を紹介する

習志野市被災住宅地公民協働型復興検討会議報告書

家屋の修復工法

スタート

基礎の損傷なし

最大相対沈下量
20㎝以下

土台ジャッキ
アップ OK？

ﾎﾟｲﾝﾄｼﾞｬｯｷ工法

基礎修復
ねがらみ工法
曳きや工法 注入工法

ベタ基礎

注入 OK？

沈下傾斜修復工法の選定フロー

隣地への影響

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No

No

Yes

Yes

平成23年度浦安市液状化対策技術検討調査報告書

基礎直下地震
反力 OK？

ｱﾝﾀﾞｰﾋﾟﾆﾝｸﾞ工法耐圧版工法

地盤改良なし？

併用工法

地下水位高い

基礎下掘削
OK？

Yes

Yes Yes

No

No No
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３（９）.今後のスケジュールについて

○

○液状化対策予備設計

○液状化対策詳細設計

○液状化対策工事

平成25年度

○事業計画の策定

○液状化対策検討委員会

○住民説明会・アンケート・意見交換会

○実証実験

8 9 10

平成24年度

1 2 3 4 5 6 7

検討結果の反映
住民説明会

(合意形成)

※回数未定
○

平成25年度

2 38 9 10 11 12 12 3 4 5 6 711 12 1

平成26年度

住民説明会(工事説明)※回数未定

配布資料ページＦ 右下
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久喜市被災者住宅再建支援制度

[申し込み期限の延長]

平成29年3月31日

[支援額]

合計100万円まで、再度申請できるようになりました。

支援の要件に変更は、ありません。

４.質疑応答

①ご質問、ご意見のある方は挙手を頂きます。

②坂本会長の方から指名をさせていただきます。

③マイクを受け取ってから、お住まいの丁目、ご氏名

を述べていただきたいと思います。

④１回の指名につき質問は1つとさせていただきます。
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